
河川堤防に関する技術検討会について

資料 ６



本検討会は、近年頻発している施設能力を超える洪水や、今後気候変動により水災害が頻発化・激甚化する
ことが想定されていることを踏まえ、危機管理対応として河川堤防の強化を実施するために必要な技術的検
討を行うことを目的とする。

令和元年台風第19号の被災を踏まえた河川堤防に関する技術検討会 （検討会概要）
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• 令和元年東日本台風では、静岡県や関東甲信地方、東北地方を中心に広い範
囲で記録的な大雨となった。

• 全国142箇所（うち国管理河川は、6水系7河川14箇所。都道府県管理は、20水
系67河川128箇所）で堤防が決壊するなど、甚大な被害（約35,000haが浸水）が
発生した。

【検討会経過】

令和2年2月14日 第1回検討会

令和2年3月25日 第2回検討会

令和2年6月12日 第3回検討会

◎：座長



令和元年東日本台風による洪水において、全国で142箇所(うち86％は越水が主要因)の堤防決壊が発生した。

今後、気候変動により、洪水による被害がさらに頻発化・激甚化することが想定される。

洪水時の水位を下げる対策が今後とも治水の大原則であるが、水位低下対策の実施が困難な箇所等への堤防強化も急務である。

越水した場合であっても決壊しにくい「粘り強い河川堤防」を目指すために必要となる技術的検討に着手する。
今次出水の被災要因や技術開発の動向等を踏まえ、緊急的・短期的な堤防強化方策を整理する。

整理された課題の解決に向けて検討を継続する。（その際、産学官の連携を一層強化。）

令和元年台風第19号の被災を踏まえた河川堤防に関する技術検討会 （背景と経緯）
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［水位上昇しやすい場の特徴例］

洪水時の河川水位を下げる対策が今後とも治水の大原則であるが、洪水時に水位上昇し
やすい事象が当面解消されない区間であって、河川堤防が決壊した場合に甚大な被害が
発生するおそれがある区間において、越水した場合であっても決壊しにくい「粘り強い河川
堤防」の整備を順次実施

実効的・効率的な維持管理の方法、対策の実施に伴う下流側への影響等の確認が必要

現場条件等も考慮しつつ、河川堤防に求められる基本的な性能等を踏まえ、各資材・工法
の比較検討を行い、総合的に優位なものを選択

対策実施箇所の現場状況のフォローアップの実施

【緊急的・短期的な強化方策の基本的考え方】

越水に対する河川堤防強化については、洪水を計画高水位以下で安全に
流すという従来からの計画上の位置づけとは分け、当面、危機管理対応と
して位置づける。

既設の堤防が有している性能を毀損しないことを前提としつつ、既存の土
堤に危機管理型ハード対策を上回る粘り強さを付与することを念頭に検討

【越水に対する河川堤防強化の検討の考え方】

点検・維持管理上の負担が小さい、長期的に機能を確保できる、できるだ
け低コストの資材・工法などを念頭に公衆の利用や環境・景観にも配慮し
つつ検討

河川堤防の強化にあたっては、新技術を積極的に導入

「引き延ばし効果」

既存の強化策
（危機管理
ハード対策）

さ ら な る
粘 り 強 さ へ

高さ
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○ヒアリング対象１５団体

○提出された技術８１件（重複無し）

関係業界団体への意見聴取や既往の研究成果の整理から、一定の効果を有すると考えられる資材・工法はあるものの、そ
れぞれに課題はあり、越水に対する実証的な検証等を重ねていくことが必要である。
このため、緊急的・短期的な堤防強化対策は、現場条件等も考慮しつつ、河川堤防に求められる基本的な性能等を踏まえ、
各資材・工法の比較検討を行い、総合的に優位なものを選択する必要がある。
越水した場合であっても「粘り強い河川堤防」を目指すために必要な性能をより具体化するとともに、その評価方法についても
検討していくことが必要である。

＜関係業界団体への意見聴取＞

表面被覆型
（ブロック、シート、かご等）

断面拡幅型

〔堤防に求められる基本的な性能〕

• 計画高水位以下の水位の流水の通常の作用
による侵食及び浸透並びに降雨による浸透に
対する安全性

• 不同沈下に対する修復の容易性

• 堤体及び基礎地盤との一体性及びなじみ

• 嵩上げ及び拡幅等の機能増強の容易性 等

• 環境及び景観との調和、構造物の耐久性
• 維持管理の容易性、施工性、経済性
• 公衆の利用 等

○河川堤防に求められる基本的な性能に毀損が無いことが前提

番号 団体名
1 かごマット工法技術推進協会
2 日本じゃかご協会
3 全国土木コンクリートブロック協会
4 全国コンクリート製品協会
5 消波根固ブロック協会
6 日本鉄鋼連盟
7 鋼管杭・鋼矢板技術協会
8 日本不織布協会
9 日本遮水工協会
10 日本アスファルト乳剤協会
11 建設コンサルタンツ協会
12 日本建設業連合会
13 全国建設業協会
14 日本道路建設業協会
15 日本造園建設業協会（該当技術無し）

環境及び景観との調和・公衆の利用
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＜対策工法の考え方＞

• 常時に自重による沈下及びすべり破壊等に
対する安全性 等

• 地震時に流水が河川外に流出することの防止 等

〔設計に反映すべき性能〕

○経済性（コスト）、用地、維持管理の容易性、長期的な機能の保持（耐久性）など
の必要な要件も考慮

構造物脇の陥没状況

浸透に対する安全性

堤体及び基礎地盤との一体性なじみ

一部自立型
（改良、鋼材、コンクリート等）

令和元年台風第19号の被災を踏まえた河川堤防に関する技術検討会 （対策工法の考え方）

護岸の傾斜状況

断面拡幅

番号 工法・素材による分類 提案数

1 ブロック系 19

2 ブロックマット系 5

3 シート系 15

4 のり面土質改良系 5

5 かご系 6

6 緑化系 6

7 アスファルト系 13

8 自立型 12

計 81

ブロック、シート、
かご等

ドレーン

改良、鋼材、
コンクリート等



堤防を強化する上で、「景観との調和」や「公衆の利用」は重要な考慮事項であり、設計への反映が必要。

●覆土前の連節ブロック ○景観に配慮した事例

※河川景観ガイドライン「河川景観の形成と保全の考え方」
（国土交通省 水管理・国土保全局H18.10）より抜粋 4

令和元年台風第19号の被災を踏まえた河川堤防に関する技術検討 （環境等への配慮）
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今回、実施した関係業界団体との意見交換を継続するとともに、大学の研究者や学会等とも意見交換等を行うなどの連携を
図り、新技術導入に向けた検討を継続する必要がある。
民間企業や大学等が開発する新技術を導入する取り組みを積極的に行うにあたり、各種助成制度など、技術開発促進や新
技術の活用促進の取り組みを活用できるよう関係方面に周知等を行う必要がある。
新技術開発の内容に応じ、産学官が共同で研究開発を実施する体制の構築も考えられる。
今後の洪水発生後における決壊・非決壊箇所のデータ収集・分析結果等を蓄積する仕組みを構築する必要がある。

＜技術開発に向けた取り組み＞

十勝川千代田実験水路 原寸大破堤実験の実施状況

堤体土質の引張試験
の実施状況

大型越流実験の実施状況（国総研）
侵食防止シート共同研究（事例）

侵食防止シートの開発に関する共同研究

研究要旨：植物を堤防や河岸の侵食防止に利用する際の課題解決を目的とし、
民間業者と侵食防止工の開発を行った。

実施体制：土木研究所（当時）が民間業者１０社と
個別に共同研究契約書を締結して実施

土木研究所 各社

役割分担 侵食防止シートの性能評価
水理実験の実施

侵食防止シートの提供

令和元年台風第19号の被災を踏まえた河川堤防に関する技術検討会 （今後の取り組み）

＜今後、必要な取組（イメージ図）＞


